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目的：本県では， 富山県病原体等検査業務管理要
綱に基づき，県内の病原体等検査施設に対する検
査水準の維持，向上を目的として精度管理調査を
平成 28 年度より実施している．令和 4 年度の調
査は，四類感染症（全数報告疾患）に位置づけら
れているレジオネラ症について，積極的疫学調査
として実施される浴槽水のレジオネラ属菌検査と
した．検査手順だけでなく，報告（数値）に対す
る考え方について協議することも目的とした．

材料と方法：対象の施設は新川厚生センター，中
部厚生センター，高岡厚生センター，砺波厚生セ
ンターおよび衛生研究所の5 機関である．検査試
料は衛生研究所で作製し，令和 5 年 1 月 24 日に
概要説明の後，担当者に配布した．結果は2 月 24
日までの報告とし，各々の報告書・検査記録など
から集計・解析した．

試料は，当所保管株（表１）を30℃3 日間平板
培養し，異なる濃度となるよう2 本の生理食塩水
に接種し，検体 A，検体 B として配布した．検査
は各機関の検査方法で行う．ただし，本調査にお
いては，日常的に使用する選択分離培地（選択培
地）の他に非選択分離培地（非選択培地）の菌数
も測定することとした．結果は，通常の浴用水検
査と同様，100 µl 中のレジオネラ属菌の菌数を測
定し，100 ml 中の菌数に換算して報告する．結果
の解析は，各機関の検査記録に基づきまとめた．
加えて，非選択培地における発育菌数に対して，
選択培地での発育菌数から，その選択培地におけ
るレジオネラ属菌発育抑制率を求めた．

結果：
（１）結果の良好範囲

良好範囲は，レジオネラ属菌検査の外部精度管
理調査（日水製薬株式会社）で参考としている一
般財団法人食品薬品安全センターの考え方「全体
の平均値の30％，300％」を採用し，非濃縮の場
合は下限値，上限値を全機関の結果の平均値の
30％，300％とした（表 2：a）．また，濃縮法で
得られた菌数の平均値（b），および推定値（c）
から求めた良好範囲も示した．濃縮操作による回
収率は，非選択培地，選択培地別にそれぞれ濃縮
後の菌数を濃縮前（非濃縮）の菌数と比較して求
めた．回収率の良好範囲は前述の外部精度管理に
倣い，20 ～ 100％とした． 

（２）結果
各機関の記録から得られた測定値を解析に用い

た．すべての結果を表 3 に示す．機関 E を除き，
各培地 1 枚を使用していた．
①　非濃縮法による結果

はじめに選択培地での結果について述べる．機
関 E は3 枚の培地で測定した結果の平均値である．
検体A：1機関（機関D）でコロニーを認めなかっ
た（0 cfu/100 ml）と回答した．その他の機関は
1,000～2 ,000 cfu/100 mlと回答し， 平均値は

*添加菌を選択分離培地2枚で測定した平均値から

推定される菌数

表 1．配布試料と接種菌名
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1 ,340 cfu/100 mlであった．機関Dを除き，良好
範囲（402～4 ,020 cfu/100 ml）であった．
検体B：菌数は2,000～4 ,000 cfu/100 ml，平均
2,940 cfu/100 mlで，いずれも良好範囲内であっ
た．

次に非選択培地の結果について述べる．
検体A：1機関（機関B）がコロニーを認めなかっ
た（0 cfu/100 ml） と回答した．3機関は2,000 
cfu/100 ml，1機関は4,000 cfu/100 mlと回答し
た．機関Bを除き，菌数は良好範囲内であった．
検体B：菌数は1,000～6 ,000 cfu/100 ml，平均
は3,340 cfu/100 mlであった．すべての機関の菌
数が良好範囲内であった．

選択培地のレジオネラ属菌発育抑制率は，3 機
関では0 ～ 15％と大きく抑制されることなく菌が
発育したが，1 機関では選択培地で菌の発育が認
められなかった．逆に，非選択培地で菌の発育が
認められなかったが，選択培地に菌を認めた機関
もあった．
②　濃縮法による結果の解析

全ての機関がろ過法によって濃縮操作を実施し
ていた．機関 E は5 枚の培地で測定した結果の平
均値である．はじめに選択培地での結果について
述べる．

検体 A：菌数は24～320 cfu/100 ml，平均 98.8 
cfu/100 ml で，機関 E が下限値 30 cfu/100 ml か
らわずかに外れ，機関 D は上限値 297 cfu/100 ml
を外れた．

検体 B：菌数は42 ～ 1,090 cfu/100 ml で，平均
452 cfu/100 ml，機関 E は下限値（136 cfu/100 
ml） を外れた．次に非選択培地について述べる．
検体 A：菌数は70 ～ 510 cfu/100 ml，平均 218 
cfu/100 ml で，すべてが良好範囲内であった．

検体 B：菌数は270 ～ 1,560 cfu/100 ml，平均
774 cfu/100 ml で，すべてが良好範囲内であった．

選択培地におけるレジオネラ属菌発育抑制率は，

検体 A で平均 54.7％，検体 B で41.6％とおよそ5
割が発育抑制されていた．
③　回収率

選択培地における回収率は，検体 A で1.4 ～
3.5％（平均 2.6％），検体 B で1.6 ～ 27.3％（平均
15.4％），非選択培地では検体 A で3.5 ～ 12.8％

（平均 9.5％），検体 B で7.9 ～ 78.0％（平均 23.2％）
で，全体的に低かった．検体 A では培地の選択
性に関わらずすべての機関が良好範囲を外れ，検
体 B では選択培地で機関 A，D が，非選択培地
では機関 A，C，D の3 機関が良好範囲内の回収
率であった．
④　�夾雑菌抑制処理によるレジオネラ属菌数の変

動
表 3（b）に夾雑菌の発育を抑制するための酸処

理，加熱処理，加熱後酸処理を実施した後の菌数
を示した．酸処理では，検体 A で2 機関が，検
体 B では4 機関がレジオネラ属菌を検出した．機
関 A の菌数は未処理濃縮検体と比べて，選択培
地でおよそ70％，非選択培地でおよそ40％と，酸
処理後にも発育した菌が多かった．機関 A では使
用した酸処理液が他の機関と異なるメーカーで
あった点が要因の一つとして考えられるが，明ら
かではない．加熱処理については，非選択培地で
3 機関，選択培地で１機関のみ，菌の発育を確認
したが，その菌数（10 ～ 30 cfu/100 ml）は少な
かった．
⑤　最終報告数

各機関の最終報告数を表 4 に示す．ろ過濃縮法
の結果を報告した機関は少なく，検体 A では機関
A（70 cfu/100 ml）とD（320 cfu/100 ml），検体
B では機関 A（610 cfu/100 ml）のみであった．そ
の他の機関は非濃縮法の結果を報告し，それらの
レジオネラ属菌数は，検体 A で1,000 ～ 2,000 
cfu/100 ml，検体 B で2,000～4,000 cfu/100 ml で
あった．ろ過濃縮法に比べ非濃縮法で菌数が多く，

表 2．本調査におけるレジオネラ属菌数の良好範囲
（a）非濃縮検体
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*コロニー抑制率：（非選択培地菌数－選択培地菌数）/非選択分離培地×100
**太字：最終報告数とした菌数

***回収率：濃縮法菌数/非濃縮菌数×100

表 3．機関別の報告数
（a）機関別レジオネラ属菌報告数

（ｂ）濃縮検体

（ｃ）推定値を基本とした良好範囲
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例えば，検体 A では，機関 C（2,000 cfu/100 ml）
の菌数が機関 A の菌数（70 cfu/100 ml）のおよ
そ30 倍の結果となっている．全体的に非濃縮法
による結果は推定値よりも多い傾向を示した．機
関 E は5 枚の培地の平均値の結果である．

考察：富山県におけるレジオネラ症患者報告数は
令和元年に54 名で，その後，コロナ禍で令和 2
年に36 名に減少したものの，その後 41 名，44 名
と再び増加傾向を示している．令和 4 年の人口 10
万人当たりの患者数（罹患率 4.25） は全国でもっ
とも高い状況が続いている．このような背景の中，
富山県において，患者発生時に感染源調査の一環
として浴用水検査がしばしば求められる．この検
査については，いわゆる公定法はなく，検査機関
がそれぞれ自施設の標準作業書に従って実施する
のが現状である．浴用水中のレジオネラ属菌は，
公衆浴場における衛生等管理要領［1］の水質基
準の中で検出されてはならないとされ，具体的に
は10 cfu/100 ml 未満となっている．これは，レ
ジオネラ属菌の増菌（液体）培地がないため，浴
用水を100 倍濃縮して，その100 µl 中のレジオネ
ラ属菌を数え，100 ml 中の菌数で表示する方法の

検出限界の数値とされている．検出限界が平板上
の１コロニー，すなわち100 ml 中に10 コロニー
と換算される数値が示されているが，あくまで検
出されてはならないというのが本来の考え方であ
る．

令和元年にレジオネラ属菌検査手順について，
「公衆浴場における浴槽水等のレジオネラ属菌検

査方法について」（令和元年 9 月 19 日薬生衛発
0919 第 1 号厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛
生課長通知）を参照することという通知が発出さ
れ，推奨される標準検査法が示された．これは
ISO11731 の改訂を踏まえ，その基本的な考え方
を取り入れた方法となっている．この中では濃縮
法，非濃縮法の両方について検査するよう推奨し
ているが，消毒後の陰性化確認のための検査など，
レジオネラ属菌が極めて少ないことが予想される
検体については非濃縮検査を省略してもよいと示
されている．今回の調査で，機関 A は日常の検査
ではATP の数値により非濃縮検査を省略すると
言及しているが，これは標準検査法の考え方と合
致しており，有用な選択であると思われる．この
場合，基準となるATP の数値について根拠とな
るデータがあることが望ましい．

表 4．機関別の最終報告数

（b）機関別夾雑菌処理後のレジオネラ属菌報告数
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一方，報告する結果は，濃縮，非濃縮，培地の
種類，夾雑菌の処理方法にかかわらず，100 ml あ
たりでもっとも多い菌数とすることになっている．
ただし，前述の標準検査法には使用する培地の種
類や枚数までには言及されていないため，それぞ
れの機関でそれらを定めた標準作業書を作成する
必要がある．本調査では，非濃縮法と濃縮法の菌
数が大きく違っていたが，いずれも10 cfu/100 ml
という基準値を大きく超えていたため，浴用水の
衛生管理の監視指導の根拠となるデータを示すこ
とができる結果であった．しかしながら，回収率
という点で見ると，本調査では良好範囲以下の結
果が多く，今後の検討課題であることが明確に
なった．とりわけレジオネラ菌数の少ない検体の
場合，ろ過濃縮法で確実にレジオネラ属菌が検出
できるか，内部精度管理などで確認，検証するべ
きである．レジオネラ属菌の濃縮法による回収率
については，前述の外部精度管理の報告書におい
て，0.0 ～ 183.3％と幅広く，中央値は45％程度と
報告されている．また，「厚生労働科学研究費補
助金健康安全・危機管理対策総合研究事業公衆浴
場におけるレジオネラ症対策に資する検査・消毒
方法等の衛生管理手法の開発のための研究」の報
告書においても，施設における内部精度管理とし
て実施した添加回収試験の回収率は3.1 ～ 97.0％，
平均 52.3％と報告され，多くの機関が半数程度の
回収率となっており，レジオネラ属菌検査の難し
さを示している．レジオネラ属菌の検査は，培地
にコンラージ棒で広く塗抹する方法であるが，レ
ジオネラ属菌は乾燥にきわめて弱く，塗抹時にも
細心の注意が必要であることが報告され，培養そ

のものが難しいことは周知されている．今回の結
果では非選択培地でレジオネラ属菌が良好に発育
しているので，コンラージ棒による塗抹操作に問
題はないものと思われるが，ろ過濃縮することで
大幅に発育菌数が減少するのは，ろ過作業の中で
フィルター孔にトラップされるだけではなく，陰
圧がかかることやボルテックス操作により，菌が
ダメージを受けることも要因の一つかもしれない．
今回の調査の中で，莢雑菌の抑制処理法により，
レジオネラ属菌数もかなり減少することが明らか
となった．実際の検体では莢雑菌が発育抑制され
るので，これらの処理法によりレジオネラ属菌が
選択的に発育する場合もあるが，一部のレジオネ
ラ属菌は発育を抑制されているものと考えるべき
である．この発育抑制は保存株を使用した添加回
収試験の時にとりわけ顕著に見られる．添加回収
試験を行う場合の菌株の選択，培養法など，精度
管理の方法における検討課題も明らかとなった．

レジオネラ属菌検査は，菌の培養そのものに特
徴があり，困難さも伴う．これを踏まえ，それぞ
れの過程について，できる限り検証し，改善して
いく努力が必要である．加えて，厚労科研の内部
精度管理に関する報告書を参考に，内部精度管理
を実施することが望ましい．
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